
　　　様式第２号(事業別概要) No.

款 大事業

項 中事業

目 担当所属

予算種別 補助/単独 事業区分
前年度

増減額
前々年度 5年間計画額

当初予算額 決算額

実施計画

本年度事業費 (歳　入) (歳　出) 財源内訳 一般財源

本年度当初要求額 本年度当初要求額

本年度当初査定額 本年度当初査定額

＜事業に関する説明＞

（事業の概要） （事業の目的） （事業の効果）

（事業実施上の問題点） （前年度からの見直し点） （見積についての特記事項）

節 本年度 前年度 増減額

特
定
財
源

款 項 目 節
細
節

細
々
節

歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初査定額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

平成３１年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
2. 総務費 8. 全国消費実態調査事業

5. 統計調査費

2. 各種統計調査費 情報システム課

（佐倉市）　　

第６章
ともに生き、支え合うまちづくり 5,882

平成28年度 0

臨時 補助 計画 0 0 0 基本施策５
市の情報発信、市民意見の反映 平成29年度 0

平成30年度 0

施策４
活用しやすい統計情報を提供します 平成31年度 5,882

平成32年度 0

県支出金 その他

5,881 0 5,881 △5,881

5,881 5,881 5,881 0 0

平成31年全国消費実態調査を実施します。 世帯を対象として、家計の収入・支出及び貯蓄・負債、 調査結果は、全国及び地域別、世帯属性別に世帯の消費

耐久消費財、住宅・宅地などの家計資産を総合的に調査し、全国及び地 ・所得・資産に係る水準、構造、分布などの実態を把握することにより

域別に明らかにすることを目的とします。 、税制・年金・福祉政策の検討などの基礎資料として利用されています

。

平成31年全国消費実態調査に係る事業費を計上し 平成31年全国消費実態調査の規模見込み

ています。 調査期日：平成31年10月1日

調査単位区：15単位区

　（うち基本調査6、簡易調査9）

調査世帯数：180世帯

08 5,432 0 5,432

09 8 0 8

11 351 0 351

12 90 0 90

16 03 01 05 08 00 全国消費実態調査委託金 5,881 5,881 0 5,881

差引一般財源 △5,881 0 0 0


